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研究成果の概要（和文）：　本研究は、生涯学習を通じたコミュニティ・エンパワメントのモデルを提示することを目
的とした。具体的には、社会関係資本論や成人学習理論の検討、コミュニティの構造に関する実証研究、行政組織と民
間組織との連携に関する質問紙調査や事例調査、コミュニティへの介入研究を実施した。研究の結果、中間集団の布置
や連関、行政と民間組織との連携の状況が、コミュニティの構築過程に影響を与えることが明らかになった。さらに連
携や協働が継続されることで、生涯学習や社会参加を促す創発的な学習環境が形成されることも明らかになった。今後
、この学習に関するプラットフォームのコンセプトや形態、機能の研究を進めることが課題である。

研究成果の概要（英文）： The purpose of this study is to show a model of community empowerment by 
lifelong learning. This study consists of four studies: research review on social capital theory and 
adult learning theory, empirical research on the structure of community in local districts, questionnaire 
study and case study on partnership between public and private sector, and intervention study on the 
community. As a result, the arrangement and the linkage of intermediate groups and the extent of 
partnership between public and private sector affect the process of constructing community. Maintaining 
partnership results in an emergent and efficient learning environment promoting lifelong learning and 
social engagement, that is, a platform of lifelong learning. In future research, it is important to 
examine concepts, types and roles of the platform.

研究分野： 教育学

キーワード： 生涯学習　コミュニティ　社会関係資本　社会的ネットワーク　中間集団　パートナーシップ　エンパ
ワメント　プラットフォーム
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
（1）「コミュニティ」再編の動向 
 2000 年代に入り、地域自治やコミュニテ
ィ・ガバナンスを推進する動きが高まってい
る。具体的には、市町村合併と都市内分権の
推進、地域自治組織への権限や財源の委譲、
市民活動への積極的な支援が見られる。しか
し、ガバナンスの基盤となるコミュニティの
形成への配慮において課題を有する。具体的
には、行政組織・サービスの効率化、専門家
や職員の削減、広域的・総合的な行政への移
行を目指した市町村合併の推進が、逆に、周
辺部の旧市町村の活力喪失や、行政のサービ
スの低下、各地区の伝統・文化の消失、住民
間の社会的ネットワークの弱体化といった
事態を引き起こしている。また、地域自治の
基盤となる中間集団の解体や縮小、具体的に
は、少子化・高齢化に伴う地縁団体への参加
の低下や、地域の活動を支える層の固定化と
いった現象が見られる。 
 これらの動向は、地域活動への参加の資源
となる社会的ネットワークの弱体化を招き、
結果としてガバナンスの前提条件となる信
頼や、相互扶助の規範の低下につながること
が問題である。コミュニティ・ガバナンスが
推進される中で、現在解体しつつあるコミュ
ニティ再編の方策を含んだ、コミュニティ政
策や生涯学習政策が求められる。住民の意識
啓発や、市民活動への財政的支援、機会保障
に加えて、①社会的ネットワークの再構成の
方法、②住民間の信頼、規範の創出の方法、
③多様なアクターによる協働の仕組み作り
について検討することが重要となる。 
 
（2）生涯学習に関する理論の動向 
 上記のコミュニティの問題を考える上で、
従来の知識・スキル重視、個人主義的な枠組
みから、非認知的、関係論的な枠組みに「学
習」の捉え方が変化していることが注目でき
る。 
 第１に、社会関係資本と生涯学習の成果に
関する実証研究の進展が挙げられる。これま
での社会関係資本の研究は、定量的指標を用
いて地域間比較や経年変化の測定を行うも
のが多く、社会関係資本と生涯学習との関連
については、フォーマルな学級や講座といっ
た教育機会が対面的な接触の場を増やし、非
認知的能力を涵養することが明らかにされ
てきた。この概念をコミュニティ・エンパワ
メントに拡張して用いることが課題である。 
 第２に、北米を中心に発展を見せてきた成
人学習論の新たな動向が注目できる。従来、
医療・看護、臨床心理などの領域で用いられ
ていた物語や語りの方法を、成人の重要な発
達のプロセスに位置づけ、ライフ・ヒストリ
ーや、日記・日誌、即興劇などを用いて、個
人とコミュニティの相互の変容を促すナラ
ティヴ学習や、身体を通じた学習の研究が進
んでいる。実際に、これらの理論に基づき、
コミュニティ・エンパワメントが進められる

例も見られる。 
 第３に、学校と地域住民、行政、そしてＮ
ＰＯの協働に基づき、ＰＢＬ（Project Based 
Learning）を推進するサービス・ラーニング
の議論が存在する。この議論は、コミュニテ
ィにおいて、生涯学習と地域活動の関連性を
高めるための仕組み作りを考える上で重要
な示唆を有する。 
 
（3）生涯学習に関する政策の動向 
 生涯学習の振興方策については、1990 年代
後半よりネットワーク型行政の考え方が広
まっている。ここでは、従来各部門で行われ
ていた生涯学習や社会参加関連の事業を統
合し、教育行政が高齢者福祉や男女共同参画、
まちづくりなどの行政内他部局だけでなく、
ＮＰＯや企業とも連携を進め、行政組織・民
間団体の連携・協働により地域内の教育資源
を有効に活用し、効率的・創発的なサービス
を提供することが目標にされている。しかし、
各自治体で学習資源やネットワークなどの
背景となる要因が異なるため、生涯学習の推
進体制という点での一般化がほとんど行わ
れていないことが課題である。 
 国際的な動向としては、「学習都市ネット
ワーク」の動き（ユネスコ）や、「イノベー
ティブな学習環境」の研究（ＯＥＣＤ）に見
られるように、国際機関において創造的な学
習環境の形成に注目がなされている。 
 
 以上の（1）〜（3）の背景から、各地域に
おいて生涯学習が地域活動や社会参加につ
ながる過程を明確にし、それを支える行政組
織・民間団体の連携・協働のあり方を描くこ
とによって、コミュニティ・エンパワメント
のモデルを提示することが求められている
ものと考えた。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、生涯学習に関する近年の理論を
基盤として、各コミュニティで実証研究・介
入研究を行い、生涯学習を基盤としたコミュ
ニティ・エンパワメントのモデルを提示する
ことを目的とする。 
 
３．研究の方法 
 研究方法は、以下の 5 つに細分化される。 
（1）成人学習論の体系化 
 社会関係資本論や、成人学習論、サービ
ス・ラーニングの議論の知見を体系化し、実
証研究や介入研究で実際に活用できる手法
として位置づける。 
 
（2）コミュニティの構造に関する実証研究 
 各コミュニティに対する調査研究を通じ
て、社会的ネットワークや、信頼や規範の状
況、社会的アクターの活動の実態を把握し、
コミュニティ・エンパワメントを推進する前
提となる、コミュニティの構造を明らかにす
る。 



 
（3）行政と民間団体との連携・協働の調査 
 コミュニティの構築を支える地域の組織
体制を明らかにするために、行政組織と民間
団体との連携・協働を促進・阻害する要因に
ついて、質問紙調査や事例調査を実施する。 
 
（4）コミュニティへの介入研究 
 地域住民や主たるアクターに対する調査
や、（1）の理論に基づく講座やワークショッ
プの開催などを通じて、生涯学習を通じたコ
ミュニティ形成の方策を示す。合わせて、研
究成果の公表を行い、自治体職員や住民から
のフィードバックを得る。 
 
（5）コミュニティ・エンパワメントモデル
の提示 
 以上の研究を通じて、生涯学習を通じた、
コミュニティ・エンパワメントの中核的な要
素を抽出し、生涯学習政策・コミュニティ政
策への示唆を明らかにする。 
 
４．研究成果 
（1）研究の主な成果 

 
① 成人学習論の体系化 
 2013〜14 年度にかけて、社会関係資本論、
成人学習論、サービス・ラーニング論の理論
的検討を行った。 
 まず、社会関係資本論については、社会関
係資本と社会教育・生涯学習の関係について
文献レビューを行った。従来の研究では、社
会関係資本を「個人財」として捉える傾向が
強く、地域の「集合財」として捉える視点が
希薄であった。実証研究を進める際には、社
会関係資本の分析の単位やレベルの設定、社
会的ネットワークとネットワークの基盤と
なる「関係基盤」への注目、「資本」として
の特性への着目、動態的な概念としての捉え
直しが必要となる。これに加えて、住民が地
域の活動に参加する中で生じる認知的価値
観の変容をインフォーマルな学習という観
点から検討した。以上の研究により、②にお
ける実証研究の枠組みを構築した。 
 成人学習論については、ナラティヴ学習の
理論的検討や、身体を通じた学習に関する翻
訳を進め、コミュニティ・エンパワメントの
方法について検討を行った。サービス・ラー
ニング論については、ＯＥＣＤの研究に基づ
き、国内の先進事例調査を行い、高等教育機
関と地域との連携体制や、学習成果の評価方
法について検討を行った。これらの研究成果
については、④の介入研究で活用した。 
 
② コミュニティの構造に関する実証研究 
 まず 2013 年度に、社会調査データの二次
分析や、長野県飯田市における質問紙調査を
通じて、住民の社会的ネットワークと中間集
団への所属、地域活動への参加の関連を明ら
かにした。 

 次に、2013〜14 年度にかけて、住民の生涯
学習や社会参加の背景にある行政組織・地域
組織の再編の動向について、長野県飯田市と
大分県佐伯市という地方部の2つの自治体で
事例研究を進めた。 
 飯田市では、地域の中間集団という「関係
基盤」の重層性が高く、このことが地域の社
会的ネットワークをより強固なものにし、地
域活動に関わる住民を継続的に育成するこ
とにつながってきた。佐伯市では学校支援に
関わる会議体を組織することで、既存の「関
係基盤」の「連結性」を強め、多様な社会的
ネットワークを持った住民の関係をつなぎ
直そうとする政策を実施していることが明
らかになった。 
 これらの調査結果を受けて、社会教育行政
は、地域の中間集団という「関係基盤」の創
出や、関係の組み替えを通じて、コミュニテ
ィの構築に寄与することを理論的に示した。
さらにこの環境の中で、地域活動を通じたイ
ンフォーマルな学習が生じることも明らか
になった。この枠組みは、地域の団体の布置
や社会教育行政・施設との関連に着目する点
で、一定程度、都市部など他の自治体にも拡
張可能である。 
 
③ 行政と民間団体との連携・協働の調査 
 2014〜15 年度にかけて、国立教育政策研究
所や国立女性教育会館のプロジェクト研究
に参加した。この中で、生涯学習や地域活動
を促す官民パートナーシップの組織化や、教
育施設間の協働に関して、先行研究のレビュ
ーや、全国の先進的な事例の検討（東京都渋
谷区、千葉県市川市など）、中間支援組織や
女性関連施設に関する質問紙調査を実施し
た。また、ＯＥＣＤの「イノベーティブな事
例研究」の翻訳に関わり、創造的な学習環境
を生み出す海外のパートナーシップに関す
る先進事例の検討も行った。さらに、日本社
会教育学会の研究プロジェクトに関わる中
で、地域の持続可能性を支える社会的基盤の
あり方についても研究を進めた。 
 以上の先行研究レビューや調査研究の結
果、地域における団体・組織間の連携・協働
が継続することにより、地域の学習資源や情
報、社会的ネットワークが蓄積された恒常的
なコンソーシアムやプラットフォームとい
う形で基盤形成がなされること、この基盤で
は、生涯学習・社会参加関連のサービス提供
の効率性が高まるだけでなく、単独の主体で
は達成できない「創発効果」が生み出される
ことを明らかにした。 
 
④ コミュニティへの介入研究 
 さらに、2013〜15 年度にかけて、国内外の
先進的な事例を参考にして、岐阜県高山市や
千葉県柏市などで、高等教育機関・行政・民
間団体の連携により、新たな生涯学習や社会
参加の機会を創出する介入研究を実施した。 
 特に、千葉県柏市では、①の研究成果を活



かし、高齢者向けの生涯学習講座を開催し、
グループ形成から地域活動への参加を促す
取り組みを行った。2014 年度からの 2年間の
試行実験により、講座開催を目的に組織され
たネットワークが、初等教育機関や企業、地
域の団体の参画を得て、住民の社会参加を促
進する総合的なプラットフォームへと転化
する過程を把握することができた。今後、参
加した高齢者を対象とした質問紙調査の分
析を進める予定である。 
 これ以外に、東京都の各公民館や、長野県
飯田市において、研究成果を市民に対してフ
ィードバックした。合わせて、地域課題をテ
ーマにした講座やワークショップの企画を
行う、アウトリーチ活動を実地した。 
 
⑤ コミュニティ・エンパワメントモデルの

提示 
 以上の①〜④の研究により、以下のことが
明らかとなった。 
 コミュニティの構造を把握する際には

地域の「関係基盤」に注目する考え方が、
有用である。この「関係基盤」は社会的
ネットワークの基盤となり、政策投資上
も重要な概念である。 

 地方部においては地縁団体が、都市部に
おいては大学、企業、ＮＰＯなどの組織
が、行政との主要な連携先として想定さ
れる。このような関連機関・団体の連
携・協働の状況はコミュニティの構造に
影響を与える。社会教育行政や施設はこ
れらの関連機関・団体を結びつけること
で、その教育的機能を発揮する。 

 行政と民間組織の連携・協働が継続する
ことにより、地域の学習資源や情報が集
約され、効率的・創発的に生涯学習・社
会参加が促される学習環境が形成され
る。この学習環境はプラットフォームと
称することができる。 

 このプラットフォームの形態や機能は、
都市部・地方部という地域特性によって
異なるだけでなく、関連機関・団体の関
係の構造や、プラットフォームに集約さ
れる学習資源・情報にも左右される。 

 地域における中間集団の布置、関連機関
の連携・協働、学習に関する情報・資源
の集約の状況は、コミュニティ・エンパ
ワメントのあり方を左右する重要な要
素である。 

 
（2）研究成果の国内外における位置付け 
 本研究の成果は、3 点にまとめられる。第
1 に、生涯学習に関する様々な理論を、コミ
ュニティの具体的な文脈で活用できる枠組
みとして体系化し、実証研究や介入研究に応
用した点である。生涯学習・社会教育研究を
行政学や社会学と結びつけた点に独自性を
有する。 
 第 2に、住民の生涯学習・社会参加の基盤
となり、地域の社会関係資本の蓄積を促す行

政組織・民間団体の連携・協働の集積をプラ
ットフォームとして概念化したことである。
近年の「地方創生」を巡る動きや、国際的機
関の「学習都市」や学習環境への注目の動向
に鑑みても、このような概念化は重要な意味
を有する。 
 第 3に、コミュニティ・エンパワメントに
関わる要素を明確にしたことである。中間集
団の布置、関連機関の連携・協働や学習に関
する情報・資源の集約の状況などに注目する
ことで、それぞれの地域がどのような学習環
境にあるかを明確にすることが可能となる。
従来の事例研究では、コミュニティ構築に必
要な要素を、複数事例の比較により体系化し
ていく方法論が手薄であったが、本研究によ
り研究の枠組みが明確になったことで、コミ
ュニティ政策や生涯学習政策に重要な示唆
をもたらすものと考えられる。 
 
（3）今後の展望 
 今後の展望として、生涯学習や社会参加を
促すプラットフォームの形成過程を明らか
にする事例研究・比較研究と、この要素を盛
り込んだ活動を試験的に実施し、プラットフ
ォーム形成に必要な要素や手順を明らかに
する介入研究を進めることが挙げられる。 
 この際には、プラットフォーム形成に必要
な要素や、その構築過程を可視化した上で、
複数事例の比較により体系化していく方法
を採ることが望ましいものと考えられる。こ
の研究を通じ、国内各地のコミュニティの特
性に応じた、プラットフォーム形成のための
具体的な手順や手法を提案することができ、
各自治体の生涯学習やコミュニティ政策に
おいて活用可能性の高いモデルを提示する
ことにもつながるものと想定される。 
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